




















































































集, 1997年）, 「1920〜30年代 朝鮮人 渡日의 要因」（『韓日民族問題硏究』創刊号, 2001






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1939 24,279 5,042 9,479 − − 38,800
1940 35,441 8,069 9,898 − 1,546 54,954
1941 32,415 8,942 9,563 − 2,672 53,592
1942 78,660 9,240 18,130 − 15,290 121,320
1943 77,850 17,075 35,350 − 19,455 149,730
1944 108,350 30,900 64,827 23,820 151,850 379,747































































年度 旅客 年度 旅客 年度 旅客
1905
1906
1907
1908
1909
1910
1911
1912
1913
1914
1915
1916
1917
1918
1919
約35,000
約95,000
約112,000
約116,000
120,466
148,254
175,502
200,674
197,403
192,153
199,201
208,746
283,557
365,567
431,776
1920
1921
1922
1923
1924
1925
1926
1927
1928
1929
1930
1931
1932
1933
1934
442,027
464,915
563,107
576,745
628,036
598,174
583,011
688,645
711,332
729,243
625,273
590,164
643,008
743,421
769,648
1935
1937
1938
1939
1940
1941
1942
1943
1944
1945
814,230
1,029,201
1,353,993
1,793,059
2,198,113
2,200,845
3,057,092
2,748,798
*1,659,500
*499,512
出典：前掲『関釜連絡船史』を参照。但し、*印は『鉄道技術発達史』を参照。
50　「一時歸鮮証明書制度の廃止は更に歸鮮熱を旺盛ならしめ本年三月以降五月迄に被
爆地域の歸鮮者二万二千四百六十八人に達して愈増加の傾向見受けたるも当局の適切
な指導と一方大陸交通事情の窮屈化に伴ひ漸次減少しつつある」（『特高月報』1945年
１〜６月）。
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Ⅶ　おわりに
　以上のように、日本の植民熱の増大に従って1905年９月11日に運航を開始し
た関釜連絡船の壱岐丸・対馬丸は、1913年に高麗丸・新羅丸、1922年に景福丸・
昌慶丸、1936年に金剛丸・興安丸、1942年に天山丸・崑崙丸など次々と増便し、
輸送量や運航速度も徐々に拡大・強化されていった。関釜連絡船は1945年６月
に運航が停止するまでの約40年間、釜山と下関を往復しながら実に三千万人を
越える人々を往来させた。これは帝国日本の朝鮮に対する植民地支配の政策
的・社会的影響を最も敏感に反映しつつ大陸進出の大動脈として機能したとい
えよう。
　関釜連絡船は旅客輸送を主としており、その比率は90％前後に達した。旅客
の内訳をみると、1910年以前は日本人が多数であったが、日韓併合を機に外国
人労働者の入国制限法の適用外となった朝鮮人労働者の渡日が増加した。朝鮮
人の渡航に対する監視体制を整備する必要に応じて、 日本内務省は1910年９月
に「要視察朝鮮人視察內規」を制定し、各府県の地方官に関釜連絡船を通して
渡航する朝鮮人の監視と取り締まりを命じた。しかし、日本に渡航する朝鮮人
労働者を制限する法的・政策的規制はなかった。
　第一次世界大戦にともなう日本産業の活況の一方で、土地調査事業で没落し
た数々の朝鮮の労働者が日本に渡った。1919年三・一運動は、総督府が渡航す
る朝鮮人に対する監視を強化し、渡日を直接規制する「渡航証明書」制度を導
入する契機となった。しかし、渡日に対する朝鮮内の不満や安価な労働力を必
要とする日本企業の要求が高まったため、朝鮮総督府は1922年12月に渡航証明
書制度を廃止し、「自由渡航制」に転向した。翌年の関東大震災以降、朝鮮人
に対する渡航規制はより強化され、日本での就労・就職が決まった者のみ渡航
が可能になった。しかし、日本企業が低賃金労働力である朝鮮人の雇用を通し
て不況を乗り越えようとしたため、朝鮮人の渡航は増え続ける一方であった。
1925年8月に日本内務省は朝鮮総督府に朝鮮人の渡航を制限することを要請し、
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10月に総督府は再びそれまでの資格に加えて日本語能力を条件に付け加えると
同時に、旅費以外に10円以上を持たない者は渡航を認めないなどの制限を設け
た。1929年12月には日本の内務省と拓務省、そして朝鮮総督府が合議の上、渡
日朝鮮人を朝鮮に留まらせるため 授産事業まで考案したが、成果はなかった。
1934年に朝鮮人満州開拓団の送出政策によって、翌年まで朝鮮人渡日者を約
63,000人にまで減少させた。しかし、1937年中日戦争の影響で生じた日本での
労働力不足現象は朝鮮人労働者の需要を高めた。日本は渡航阻止をわずか４年
で「渡航促進」政策に変えなければならなかった（1938年４月）。自由渡航を
抑えた強制動員の中心となった渡航は、結果的に関釜連絡船の性格を「戦時奴
隷船」へと変えることとなった。1944年４月の「旅行証明書」は、以前の朝鮮
人に対する日本の渡航阻止とは異なり、戦時輸送を目的とするようになった。
敗戦の色濃い1945年３月、日本は朝鮮人に対する日本渡航制限を全面的に撤廃
した。
　日本当局の朝鮮人に対する渡航制限はの背景には、上述のような日本の労働
市場の浮き沈みのみならず、日本の治安維持の側面もある。例えば、関東大震
災、朴烈事件、桜田門外での李奉昌義挙、上海紅口での尹奉吉義挙だけでな
く、日本国内での国家行事の際に日本内務省は必ず特別規制を行い、日本に流
入する朝鮮人に対する監視と警戒を強めた。
　関釜連絡船は、帝国日本の自己中心的暴力性を前提とし、帝国と植民地間の
労働力の再編成と再分配を調節する重要な措置として機能しており、「警戒す
べき存在の防止」という側面において植民地朝鮮に対する「特別的渡日規制」
の象徴的措置として機能していた。その代表的政策が朝鮮人の日本渡航者に対
する「旅行証明書」制度である。しかし、朝鮮人に対する渡航規制をめぐる内
務省と朝鮮総督府の立場が必ずしも一致していたわけではない。朝鮮人に対す
る渡日規制は、「内鮮一体」と「一視同仁」を謳い、同じ「皇国臣民」として
位置づける政策とは矛盾する差別を内包していたためである。このような差別
的待遇は、朝鮮人の不満と反感を高める要因として働き、さらには独立運動を
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刺激することを恐れる総督府は内務省の渡航規制政策に対してある程度批判的
立場に立たなければならなかった。それにも関わらず、結局、差別を内包した
この渡航規制政策の撤廃は、日本の敗戦直前である1945年３月まで待たなけれ
ばならなかった。
　「帝国史」研究という側面からみると、「戦後」の国民国家の原理によって排
除されていく釜山と下関の記憶の再生はもちろん、帝国の膨張が及ぼす「異民
族」との葛藤と対立を帝国日本と植民地大陸を行き来していた人々が作り上げ
た文化に着目して描いていく必要がある。例えば、１）朝鮮総督府(鉄道局、
交通局)と鉄道省の間の関釜連絡船運営（権）をめぐる葛藤、２）関釜連絡船
の好況とそれに伴う日本内地−下関と小倉−の政治的葛藤及び経済動向51、
３）関釜連絡船を通して越境する伝染病−コレラなどを中心とする法定伝染病
−に関する検疫網の構築及び予防行政をめぐる問題、４）韓日の知識人の異国
体験に登場する関釜連絡船の検討等が今後の課題として残されている。これら
については今後の研究課題としていきたい。
51　日本では比較的早い時期から関釜連絡船の出入港の誘致競争が激しかった。その例
として、当時建設中であった関門トンネルと小倉の築港が完成すると小倉が交通の中
心になると同時に釜山と一直線航路で時間の短縮も可能になるという国家経済上の利
点を主張しながら、仙崎小倉市長が小川鉄道大臣に申し出るなど関釜連絡船を奪い取
る運動を行った（『關門日日新聞』1927年10月27日）。

